


















2016 年 4月 9 日 岡田正則（早稲田大学法学学術院）
１ 現状と検討課題
・原発災害の長期避難者の現状、自治体の現状、住民という資格の重要性
・原発避難者特例法（2011年8月：医療・福祉・教育サービス受給）、その限界と問題点
・「帰還の権利」の保障、避難元自治体の存続、避難元の復興・まちづくりへの参加
・日本学術会議小委員会での検討、二重に住民登録を行うというアイディアとその問題点
・住民基本台帳法への特例挿入の提案（岡田）と「帰還権」保障制度の提案（人見）
２ 提言の趣旨
（１）避難元の自治体に住民登録を継続する場合（→住民基本台帳法への特例挿入の提案）
・住民：(a)参政権の行使、(b)公共サービスの受給、(c)負担の分任の基準 → (b)に限定
・①避難先における住民のサービス受給、②避難元との“絆”、③避難元自治体の存続の保障
（２）避難先の自治体に住民登録を移す場合（→「帰還権」保障制度の提案）
・避難元自治体における特別の法的地位の保障
・帰還権者登録制度を特例法改正または特別法で設ける
（３）「自主避難者」（選択避難者）の位置づけ
３ 具体的提案
（１）住民基本台帳法への特例挿入の提案
・提言の対象を住民基本台帳法改正とする理由
・「公共サービスの受給の保障」の内容
・住民基本台帳法における特例規定の創設
＜住民基本台帳法第４章の４ 長期避難住民に関する特例＞
第30条のX1（定義）
・「指定市町村」の定義（内閣総理大臣等の指示の対象となった区域をその区域に含む市町
村であって、その住民が当該市町村の区域外に避難することを余儀なくされているもの）。
・「長期避難住民」の定義（指定市町村の住民基本台帳に記録されている者のうち、当該指
定市町村の区域外に避難しているもの）。
3・「避難先市町村」の定義（長期避難住民の避難場所（居所または生活の本拠）がある市町
村）。
第30条のX2（長期避難住民に係る住民票の記載事項の特例）
・指定市町村の住民票には、長期避難住民の記載をすること。
・避難先市町村は、「長期避難住民」の登録簿を調製すること（避難元市町村［＝指定市町
村］がどこか、「長期避難住民」登録の年月日、住民票の記載事項などについての記載）
第30条のX3（長期避難住民が居所を定めた場合の転入届の特例）
・避難先市町村長への避難場所の届出によって「長期避難住民」の地位が発生すること。
・変更があった事項について避難先市町村長に届け出ること。
・避難先市町村長は、届出があった場合に、届出事項を指定市町村長に通知すること。
第30条のX4（指定市町村長からの通知）
・指定市町村長は、住民基本台帳の記載事項に変更があつたこと又は誤りがあることを知つ
たときは、遅滞なく、その旨を避難先市町村の市町村長に通知すること。
第30条のX5（長期避難住民の地位）
・避難先市町村は住民に準じたサービス（役務）の提供を行う対象とすること。
・長期避難住民に関する公証を避難先市町村が行うこと。
（２）「帰還権」保障制度の提案
・避難元自治体との関係の維持：帰還登録制度
・「帰還権」の概念
・避難元自治体への限定的・部分的参政権（帰還権を損ねる政策に係る住民投票制度など）
・帰還のための移動・住宅・就業・役務受給の支援（国の経済的負担）
・避難元自治体に対する「帰還権者」数に応じた特別な交付金ないし補助金
・「帰還権者」の負担分任（ふるさと納税、住登外課税（地税294③④）、特別な金銭負担）
・帰還者の範囲（特例法2⑤の特定住所移転者のほか、同条④の住所移転者も登録可とする）
・課題：避難元自治体での住基登録者の減少と行政需要の減少、職員の処遇、住民との軋轢
以上
